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【ムダなダム裁判】

☆対編ホ県知事03ダム請お控訴書もいよblよ次口で結審?

(平成23年 (行コ)第 169号)東京高裁第4民事部

11月 12日  (火)15:00～ 16:00 弁論   102号 法廷

証人尋間は前回で終了 し、控訴審も次回で結審となる可能
性が出てきました

*****************

《栃木
03ダム訴訟報告》証人尋間の状況・報告
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7月 17日  (水)13:30～  16:30 証人尋間 (思川開発事業の利水問題 )

控訴人側証人 :嶋津暉之さん (事務局だより前号で、控訴人側証人
として早乙女正次さ

ん、嶋津暉之さんと書いていましたが、嶋津暉之さんお一人の間違
いでした。お詫

びして訂正いたします。)

被控訴人側証人 :県県土整備部・印南洋之次長

1 東京高等裁判所第4民事部
2013年 7月 17日 午後 1時 30分～午後4時 30分

102号法廷

2 出席者
裁判所―田村幸一裁判長・浅見左陪席・高橋光雄右陪席

控訴人側一大木、高橋、若狭、浅木、服部、野崎、品川 (以
上代理人)、

高橋比、石川、大木、山家 (以上控訴人)

被控訴人側一谷田、平野、自井 (以上代理人)、 指定代理人多数

3 内容
(1)書証
甲C第 104号証 (早乙女陳述書)、 甲C第 105号証 (嶋津意見書 )



乙98号証 (印南陳述書)
裁判長「弁論としては第 1回だが、弁論準備の手続き結果を陳述する。また裁判長が変わ

つたが、

従前通りということでよろしいですね。」

(2)証人尋問
① 印南洋之証人 (県県土整備部次長)に対して平野弁護士が約 40分にわたつて尋問

平野弁 :思り|1開発事業とどのように関わつてきたか

印南証人 :平成 24年からはダム事業検証の一環として関連部局と連携して、県南地域の水道水源の

確保について検討 してきた。その結果を乙93の 「栃木県南地域における水道水源確保に関する

検討報告書」 (以下 「検討報告書」と略す)にまとめた。

平野弁 :県がこの事業に参画する意味は何か。

印南証人 :平成 13年に関係市町に需要水量をたずねた。当時は合併前で 10市町 (栃木、鹿沼、壬

生、石橋、西方、国分寺、藤岡、岩舟、大平、野木)だつたが、野木町を除いて全量地下水依存

だつた。

平野弁 :こ の地域で地下水依存度が高いのは ?

印南証人 :昔から使ってきたことが挙げられる。

平野弁 :それで何か問題があるのか。

印南証人 :昭和 58年に確認されて以降、地盤沈下が継続していることと、汚染が問題である。

平野弁 :検討 (案)の図 3-24か ら何がわかるのか。

印南証人 :県南地域が要綱の指定地域となつた。 1～ 2 cmの地盤沈下が毎年進行
している。これを放

置すれば道路や建築物に深刻な被害を及ぼす。野木町では 8 0cmも沈んで
いる。

平野弁 :栃木県の地盤沈下対策は ?

印南証人 :平成 5年に指導要綱を作り、適正な利用を要請してきた。環境審議会で要綱では対応
が甘

いと指摘され条例化を図つた。

平野弁 :県南で地下水汚染が発生しているか ?

印南証人 :図 3-27に 新規発生数の推移を示す。毎年発生している。図 3-28は 累積発生数だが、

増加傾向にある。地下水汚染はいつたん汚染されるとなかなか改善され
ない。汚染の原因は農業

由来 (肥料)の硝酸、亜硝酸と、工業由来の鉛、水銀、 トルエン、ベンゼンなどである。

平野弁 :具体的な影響は ?

印南証人 :飲料水には適さなくなる。

図 3-29は 汚染発生から観測している経過年数を表す。中には 20年経つても収束しないこと

がある。

平野弁 :地下水の汚染は表流水の汚染とどのように異なるのか。

印南証人 :表流水では年間 50～ 100件の水質事故が発生しているが,オイルフェンス等で対処し

たり希釈する等が可能。件数は多いが短期間で収束する。 8割が 10日 間で収束する。

印南証人 :県内に水道水源に利用できるダムは 10基あるが、県南には 0である。

平成 13年当時の参画水量は0.827m3/s で、関係市町の要望水量を積算した。平成 2

0年に0.403に 変更し、現在に至つている。東大芦川ダム建設が中止となり、鹿沼市が独自

にO.2で参画することになつた。
平野弁 :小山市はなぜ除かれたのか ?

印南証人 :自 前で思川からすでに取水しているから。地下水依存度、広域水道事業
の二つの観点から

2市 3町 (栃木市、下野市、壬生町、岩舟町、野木町)が対象地域に指定された。

平野弁 :栃木県の日標は ?

印南証人 :地盤沈下や地下水汚染を防ぐために、地下水を表流水
へ転換じてバランスをとること。日

標年度の平成 42年には地下水を40%ま で減らすこととし、中間目標を65%と する。バラン

スをどこに求めるのかは困難なので、全国的な依存率から考え、隣接県の状況と同等
レベルにな



るよう段階的に達成しようと考えた。

平野弁 :65%と するためには表流水はどれだけ必要か。
印南証人 :96000m3だ がロスを見込んで 10万m3(1日 最大給水量)だ。
平野弁 :水需要予測は ?

印南証人 :平成 42年における水需要予測は1日 最大給水量を 96000m3と 見込んでいる。
平野弁 :対象市町の市長の意見は聞いているか。

印南証人 :聞いている。

平野弁 :南摩ダムは水が貯まらないダムだ、と言われているようだが、現実的に表流水が取水できな

くなる (不足する)こ とはないのか。

印南証人 :20年に 2回 という規模の渇水でも安定的に利用できる計画である。
平野弁 :今なぜこのような資料 (検討報告書)を国に提出しなければならなかつたのか。

印南証人 :「検討の場」で要求された。

平野弁 :他県で同様のことが行われていないのはなぜか。

印南証人 :栃木県は県南での水道用水供給事業の認可を受けていないから。確認作業が一つの手段で

はあるが、絶対必要なものではない。平成 19年に 《県南広域的水道整備協議会》を立ち上げ、

水道用水事業について検討している。

平野弁 :協議会の進み具合は ?

印南証人 :事業計画策定に向けて進めている。

② 大木弁護士による反対尋問 (約 70分 )
大木弁 :下流県は全て水道事業認可を受けているが栃木県のみ受けていない。平成 13年に下流県に

要望水量を聞いておりこれが根拠となっていると言 うが、 (新聞報道によれば)都賀町は「要望

していない」、石橋町は「国分寺町に言われたので参画した」となつている。

印南証人 :承知していない。

大木弁 :ダム事業の利水に参画する場合、利水代替案の検討をすることになっているが,栃木県では

代替案の検討をしたのか。

印南証人 :検討 していない。

大木弁 :今回、検討 (案)を検討するにあたり過去の検討を参考にしたかしなかつたか。

印南証人 :しなかつた。

大木弁 :家庭における水の使われ方に関して, 6年も前の東京都の調査資料を使っているが、節水 ト

イレの普及により水の使用量が減ることは考えたか。

印甫証人 :今回の推計としては考慮していない。

大木弁 :ダム事業の数が減つているが、その原因についてどう考えているか。

印南証人 :特段の理由は考えなかつた。数が減つている事実のみ述べた。

大木弁 :渇水について。ここに出ている (田畑のひび割れの)写真は桐生市内のものですね。

印南証人 :栃木県のものではない。

大木弁 :パブコメの賛否はどうだつたのか。

印南証人 :パブコメ応募者 21名 中賛成の意見は 3名で他は反対の意見だつた。

大木弁 :栃木県内で地盤沈下の具体的被害は出ているか

印南証人 :出ていない。

大木弁 :1997年 以降 2cm以上の地盤沈下は出ていないが,その理由は農業用水のくみ上げ量に

あると考えて良いか。

印南証人 :はい。

大木弁 :環境審議会の作成した資料によると、 5～ 8月 に地下水位が急激に低下しているが、これは

農業用水のくみ上げによるものですね。ならばこの時期の農業用水の採取を制限すればよいとい

うことですね。

大木弁 :県南の保全地域では、全体の地下水揚水量のうち何%が上水道用か。
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印南証人 :野木では 8%、 小山、栃木
では全体で 2割です。

大木弁 :2割のうちの35%を減らすと地盤沈下はどの程度減
るのか。

印南証人 :把握していません。

大木弁 :足利市、佐野市については今回
の検討の対象になつていないが。

印南証人 :すでにダム水を確保して
いるから。

大木弁 :思川の利水参画については最終的
には 2市 3町が決定することで、実施するかどう

かについ

ては市長の同意が必要ですね。

印南証人 :これから協議をして行く。

大木弁 :(早乙女)陳述書の内容について検討した
か。

印南証人 :聞いていない。

大木弁 :栃木市議会における栃木市長
の発言 (県の検討案に理解を示したから

といつて栃木市に将来

ダム水を買う義務が発生するわけではな
い)についてどう思うか。

印南証人 :可能性がゼロとは言えな
い。

大木弁 :水質事故による健康被害
の状況について聞きたい。

印南証人 :全国で 4か所の内、地下水は 1か所
のみ。

大木弁 :表流水の方が事故が多いと言えな
いか。

印南証人 :その通りです。

大木弁 :3.11の 放射能による表流水の汚染事故は多
いですね。

印南証人 :その通 り。

大木弁 :県内で水道水源の地下水による健康被
害はあるか。

印南証人 :ない。

大木弁 :南摩ダムに水が貯まらないことに
ついて、県 |ま独自の検証をしていな

いがなぜか。

印南証人 :水資源機構がやつているから。      _ …_ ……占_, 多′■士〕キハ曇べ捕下J日 Jl調 plLノヽ :/J｀貝 ツトつ¨管予
″ ~  ` ン ヽ  ヽ げ ●V ン Ψ

大木弁 :熊本市は全量地下水だ。県内
でも上三川、足利、佐野、那須′烏山、さ

くら市は全量が地下水

である。地下水で問題がないからではな
いのか。

印南証人 :それらの市町は表流水源も確
保している。今回は県南地域

の対策のみを考えている。検討

の場でも言われたから。

大木弁 :水道ビジヨンについて間きた
い。「新水道ビジヨン」が策定された。

そこには水源のバラン

ス論はなくなつている一方で、給水人
口、給水量の減少、設備更新の問題等

について考慮するよ

う示唆されている。検討案を策定す
るにあたり「新水道ビジヨン」を検討

しなかつたのか。

印南証人 :検討していない。

大木弁 :これまで水道事業の申請を全くや
つていないということか。

印南証人 :その通り。

大木弁 :平成 42年に目標を達成するというが、値段はどう
なのか。

印南証人 :広域的水道事業の中で値段な
どは検討していく予定だ。

大木弁 :責任水量制にするのか。

印南証人 :未定である。

③ 嶋津暉之証人に対し服部弁護
士がパワーポイントを使つて尋問 (約 40分 )

(嶋津証人の証言の部分のみ記録 ) ● _ ⌒ 、■  ‐ ニ コ 日 ⌒ 4だ 音 ♯ 君

嶋津証人 :思りII開発事里1検証すが予検討の場」
の第 4回が開かれていないのは、栃木県の水道水供

給事業計画がないことが明らかにな
つたからである。関東地方整備局から水道事業

認可について

追カロの回答が求められた。ダム事業に
ついては水源を使 う事業 (利水)の予定があることが重要

な確認事項である。

嶋津証人 :関係市町からの要請があり、県議
会の議決があつて、という手続きが踏

まれるべきだが、

それがなかつたため窮余の策として地下水
を表流水に転換するという策を考え出

したものと思

われる。



嶋津証人 :2市 3町で65%の依存率として 1日 最大給水量 10万 tが必要というが、これはちょう
ど0.403m3/sに 対応する水量だ。削減プランは机上の空論だ。本来の水道事業に代わる
. 
ものではないので、関東地整がどう判断するか。また、小山市を含めた県南の 3市 3町での地下

水依存率を考えると、 65%で ある。つまり65%の 目標をすでに達成していることになる。
嶋津証人 :地下水 100%が 良くない,汚染が良くないと言 うが根拠が本当にあるのか疑問だ。地下
水 100%の 熊本市などは地下水がおいしいことを誇 りにしている。

嶋津証人 :栃木県内の市町水道で、地下水のみを水源としているがその一部を表流水に切り替えると

いう計画はない。 2市 3町のみが問題としているのは、思川開発への参加のためにやつているか

らだ。

嶋津証人 :県南の地盤沈下は1997年 以降沈静化していると言える。 2004年 、2010年 は農
業用地下水が少し増えたため、わずかに沈下しているが。農業用水が減ってきたので、それを反

映して 1997年 以降は地盤沈下は沈静化している。地下水位が下がるのは5月 ～ 8月 で、9月

には回復する。そのため農業用地下水のくみ上げによるものであると判る。 2割の水道用水には

関係ない。

嶋津証人 :あたかも地下水汚染が進行しているかのような印象を与えるグラフだが、これは一般井戸

(浅井戸)の話である。累積数であつて、汚染が拡大しているのではない。水道水源は深井戸が

ほとんどなので、一般井戸の汚染とは直接関係ない。

嶋津証人 :栃木県の生活衛生課および環境保全課に尋ねたところ、水道水源井戸が汚染されたことは

ないとの回答であつた。地下水の安全性は十分に確保されている。

嶋津証人 :廃棄物処理業者が原因物質を川に流したため、浄水場が汚染され、代わりに地下水が代替

となった事例もある。どちらを優先すべきかと言えばむしろ地下水を優先す
べきだ。

嶋津証人 :国交省は「異常渇水時において地下水の供給可能量は減少しない」と評価している。栃木

県は全く逆のことをしようとしている。

嶋津証人 :県の報告書では2030年 までに 1日 最大給水量が減少すると予測されているが、203

0年以降も減少している。長期的展望に立てば思川の水は必要ないことが明らかである。

嶋津証人 :水道用水供給事業を行 うためには施設の整備が必要となるが補助金が出ないため施設整備

の建設事業費 192億円は栃木県の負担で行うことになる。
嶋津証人 :関係市の市長 (栃木市)の発言 (実際に金を払うとなつたら話は別)の本音は、机上のプ

ランであるため反対しないだけのことであろう。

嶋津証人 :利水負担金 (64億円)は とりあえず水資源機構が立て替えているが,いずれ栃木県に 6

割の負担が求められる。それに 5割の利息が付いて約 58億円。これは使うあてがないから県の

一般会計から支出することになる。使 うあてが全く無い水源を抱えるためにこのような巨額の費

用を栃木県民が負担することになる。

④ 平野弁護士による反対尋問

平野弁 :証人はどういう立場ですか。

嶋津証人 :ど ういう意味ですか。

平野弁 :研究者ですか。県民でなく部外者ですね。

(3)今後の進行予定
裁判長からは次回は最終日頭弁論の予定、その前に最終準備書面を出すようにとの指示があ

つた

次国で終結するとのこと。次回期日は 11月 12日 (火)15時 ～ 16時。パワーポイントを使つて

用紙の陳述を行 う。

最終準備書面は 11月 1日 までに提出。

被控訴人は準備書面を出さないこともある

以上
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い

て
、
原
告
、
被
告
双
方
の

証
縣
鵬
い
い
輸
勒
却
財
Ｆ

整
備
部
次
長
は
、
同
事
業

に
関
係
す
る
栃
木
市
な
ど

蘊 説 狙・∞

２
０
１
４
年
度
政
府
予
算
の
各
省
庁
の

概
算
要
求
が
今
月
末
で
締
め
切
ら
れ
る
。

安
倍
政
権
の
経
済
政
策
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス

が
進
め
る
成
長
戦
略
や
防
災
を
旗
印
に
、

道
路
や
ダ
ム
、
土
地
改
良
の
た
め
の
農
業

農
村
整
備
事
業
と
い
っ
た
公
共
事
業
費
の

要
求
額
が
膨
ら
ん
で
い
る
。
高
齢
化
に
伴

っ
て
社
会
保
障
費
が
１
兆
円
近
く
増
え
る

こ
と
も
加
わ

っ
て
、

一
般
会
計
の
要
求
総

額
は
過
去
最
大
規
模
に
な
る
見
通
し
だ
。

００
年
代
か
ら
削
減
傾
向
が
続
い
て
き
た

公
共
事
業
費
だ
が
、
安
倍
政
権
発
足
直
後

の
１２
年
度
補
正
予
算
で
大
幅
に
上
積
み
さ

れ
、
１３
年
度
当
初
予
算
で
増
加
に
転
じ
、

そ
の
流
れ
が
続
い
て
い
る
。
今
回
の
概
算

要
求
で
は
、重
点
施
策
に
名
を
借
り
た
「旧

来
型
」
の
公
共
事
業
な
ど
、
多
岐
に
わ
た

る
分
野
で
事
業
費
拡
大
の
動
き
が
加
速
し

て
い
る
こ
と
に
強
い
危
倶
を
抱
く
。

各
省
庁
は
今
月
初
め
に
閣
議
了
解
さ
れ

た
概
算
要
求
基
準
に
従
い
要
求
す
る
。
来

年
４
月
の
消
費
増
税
の
最
終
判
断
が
出
て

い
な
い
た
め
税
収
見
通
し
が
示
さ
れ
ず
、

全
体
の
予
算
規
模
が
示
さ
れ
て
い
な
い
。

そ
の
中
で
各
省
庁
に
は
公
共
事
業
や
教

育
、
防
衛
な
ど
の
政
策
に
充
て
る
裁
量
的

経
費
を
１３
年
度
当
初
予
算
よ
り
１０
物
削
減

し
て
要
求
す
る
よ
う
求
め
た
。
そ
の
う
え

で
、
成
長
戦
略
や
防
災
な
ど
に
重
点
配
分

す
る
特
別
枠
を
設
け
、
各
省
庁
が
削
減
後

の
金
額
の
３０
％
分
、
総
額
約
３
兆
６
０
０

０
億
円
ま
で
要
求
で
き
る
よ
う
に
し
た
。

国
土
交
通
省
が
要
求
す
る
公
共
事
業
費

は
ヽ
・３
年
度
当
初
予
算
よ
り
１７
％
増
に
な

る
。
本
来
は
減
ら
す
は
ず
の
公
共
事
業
を

増
や
せ
る
の
は
、
特
別
枠
を
め
い
っ
ぱ
い

使
い
、

「災
害
時
の
代
替
ル
ー
ト
」
を
名

目
と
し
た
道
路
整
備
、
水
害
に
備
え
る
ダ

ム
や
堤
防
の
か
さ
上
げ
と
い
っ
た
防
災
が

ら
み
の
事
業
費
を
増
や
す
た
め
だ
。

自
民
党
は
災
害
に
強
い
国
土
づ
く
り
を

７
月
の
参
院
選
で
公
約
に
掲
げ
て
お
り
、

歳
出
圧
力
を
強
め
て
い
る
。
特
別
枠
い
っ

ぱ
い
に
膨
ら
む
要
求
を
見
る
と
、重
点
化
、

効
率
化
が
図
れ
て
い
る
の
か
疑
間
だ
。
各

省
庁
の
要
求
を
財
務
省
が
査
定
し
て
年
末

に
予
算
案
を
策
定
す
る
が
、
き
ち
ん
と
絞

り
込
め
る
の
か
心
配
に
な
る
。

と
く
に
懸
念
さ
れ
る
の
は
、
来
年
４
月

に
消
費
税
が
８
％
に
増
税
さ
れ
る
こ
と
を

当
て
込
ん
で
予
算
を
拡
大
さ
せ
る
動
き

だ
。
消
費
増
税
法
に
は
景
気
条
項
と
呼
ば

れ
る
付
則
が
あ
る
。
消
費
増
税
が
実
現
す

れ
ば

「財
政
の
機
動
的
対
応
が
可

税
と
社
会
保
障
の

一
体
改
革
に
関
す
る
自

民
、
公
明
、
民
主
３
党
の
合
意
を
受
け
て

法
律
に
盛
り
込
ま
れ
た
。

今
ま
さ
に
、
消
費
増
税
の
是
非
を
め
ぐ

り
政
府
の
集
中
点
検
会
合
が
開
か
れ
て
い

る
。
そ
こ
で
は
増
え
続
け
る
社
会
保
障
費

の
痛
み
を
ど
う
分
か
ち
合
い
、
財
政
健
全

化
へ
の
道
筋
を
つ
け
る
か
が
議
論
さ
れ
て

い
る
。
消
費
増
税
を
求
め
て
お
い
て
、

一

方
で
公
共
事
業
の
大
盤
振
る
舞
い
で
は
国

民
の
理
解
は
得
ら
れ
な
い
。

内
で
ほ
か
に
も
あ
る
Ｌ
地

下
水
く
み
上
げ
の
大
半
は

農
業
用
地
下
水
で
、
水
道

用
で
は
な
い
」
な
ど
と
反

論
し
た
。
次
回
期
日
は
Ｈ

月
１２
日
で
終
結
す
る
見
通

し
。

（町
配
恭
争
コ
）

鋼
弥ゃさ
ん
　
舞赳齢綱筆動財道ビジョン

水
道
は
近
い
将
来
、

「水
の
道
」
　

迎
え
て
い
ま
す
が
、
ほ
と
ん
ど
の
自

と
言
え
な
く
な
る
か
も
し
れ
な
い
。
　

治
体
は
費
用
を
積
み
立
て
て
い
ま
せ

過
疎
地
で
は
飲
み
水
は
ペ
ッ
ト
ボ
　
ん
。
と
く
に
人
口
が
減
少
す
る
過
疎

ト
ル
を
宅
配
便
で
届
け
、
あ
と
は
給
　
地
の
簡
易
水
道
の
経
営
は
苦
し
い
。

水
車
が
週
２
回
、
地
域
の
拠
点
ま
で
　
例
え
ば
８
町
村
と
合
併
し
、
山
間
部

運
ん
で
給
水
す
る
―
―
。
約
１０
年
ぶ
　
の
水
道
も
経
営
す
る
こ
と
に
な

っ
た

］
瑳

畑

節
鋪

折

纂

離

鮮

額

鏑

黎

認

陥
錫
鯰

ば
、
こ
ん
な
将
来
像
が
浮
か
び
上
が
　
債
残
高
）
は
１
１
２
億
円
、
料
金
収

っ
て
き
ま
す
。
老
朽
化
し
た
施
設
が
　
入
は
そ
の
２０
分
の
１
。
そ
れ
で
ど
う

た 一
け
載
瀬
硼
］
睦
悧
は
年
絲
噛
¨
』
　
紳
“
蒙
罐
構
粒
欽
¨
薇
印
「
ど
卸
姉

る
の
で
す
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
に
中
心
地
の
住
民
の
理
解
を
得
ら
れ

日
本
の
水
道
は
、
１
８
８
７

（明
　
る
か
、
と
い
う
問
題
も
あ
る
。

治
２０
）
年
に
横
浜
市

で
通
水
を
始

　

　

「２

ｏ
４
％
の
未
普
及
地
域
」
で

め
、
隅
々
ま
で
張
り
巡
ら
す

「水
の
　
は
、
現
在
で
も
給
水
車
で
運
ん
で
い

道
」
と
い
う
概
念
に
従

っ
て
１
３
０
　
ま
す
。
浜
松
市
天
竜
地
区
で
は
沢
水

年
間
で
普
及
率
は
９７

ｏ
６
％
に
な
り
　
や
井
戸
水
を
生
活
用
水
と
し
て
使

っ

ま
し
た
。
そ
の
考
え
を
大
転
換
し
た
　
て
い
ま
す
が
、
濁

っ
た
り
、
枯
渇
し

わ
け
で
す
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
た
り
し
た
と
き
に
は
住
民
の
要
請
で

水
道
は
独
立
会
計
で
、
利
用
者
の
　
給
水
車
が
出
動
し
ま
す
。　
一
回
あ
た

水
道
料
金
で
賄

っ
て
い
ま
す
。
数
十
　
り
５
０
０
円
。
１
～
２
立
方
所
の
給

年
前
に
埋
め
た
水
道
管
の
更
新
期
を
　
水
タ
ン
ク
に
注
水
す
る
。
こ
う
し
た

地
域
が
増
え
て
い
く
で
し
ょ
う
。

視
点
を
変
え
れ
ば
、
飲
み
水
は
ペ

ッ
ト
ボ
ト
ル
で
い
い
の
か
も
し
れ
ま

せ
ん
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
水
道
会
社
が

「安
全
な
水
」
を
供
給
し
ま
す
が
、
飲

用
の
容
器
に
入
れ
た
水
は
１
０
０
年

以
上
前
か
ら
普
及
し
て
い
ま
す
。

最
近
、
日
本
で
は
新
た
な
投
資
を

し
て

「お
い
し
い
水
」
を
追
求
す
る

自
治
体
が
増
え
て
ま
す
が
、
家
庭
で

飲
む
水
は
１
割
以
下
で
す
。

「お
い

し
い
水
」
で
お
風
呂
に
入

っ
た
り
、
′

ト
イ
レ
に
流
し
た
り
し
て
い
る
わ
け

で
す
。
そ
う
で
な
く
、
水
道
局
は
手

洗
い
や
シ
ャ
ワ
ー
程
度
の
衛
生
管
理

の
水
を
提
供
す
る
の
で
す
。

す
で
に
、
ト
イ
レ
に
は

（上
水
と

下
水
の
間
の
）

「中
水
」
と
し
て
別

の
配
管
で
供
給
す
る
団
地
も
あ
る
。

独
自
の
浄
水
装
置
を
配
備
し
て
排
水

を
循
環
さ
せ
、
井
戸
水
も
確
保
し
て

い
る
企
業
も
あ
り
ま
す
。
水
需
要
の

減
少
が
問
題
に
な

っ
て
い
る
が
、
水

道
の
あ
り
方
を
考
え
さ
せ
る
き

っ
か

け
に
も
な

っ
て
い
ま
す
。

高
度
成
長
時
代
に
は

「ぜ
い
た
く

な
水
」
を
ジ
ャ
ブ
ジ
ャ
ブ
使

っ
て
も

文
句
を
言
う
人
は
い
ま
せ
ん
で
し

た
。
で
も
人
口
減
で
料
金
の
減
収
は

確
実
で
す
。
過
剰
な
水
道
施
設
と
水

に
対
す
る
価
値
観
を
見
直
し
、
新
し

い

「水
社
会
」
を
練
り
直
す
チ
ャ
ン

ス
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

（聞
き
手
・
菅
沼
栄

一
郎
）

「旧
来
型
」復
活
許
さ
れ
ぬ

輔は舞“歩難
誕
蝠

施
策
を
検
討
す
る
と
の
規
定
だ
。

県
南
２
市
２
町
の
高
い
地

一之
さ
ん
は

「地
下
水
の
み

下
水
依
存
率
を
下
げ
る
必

要
性
が
あ
る
と
主
張
。
ダ

ム
建
設
に
よ

っ
て
水
道
水

と
す
る
河
川
表
流
水
を
確

保
し
、
地
盤
沈
下
な
ど
の

リ

ス
ク
に
備
え
る
と
し

た
。こ

れ
に
対
し
、
駐

つ民
剰

で
ダ
ム
に
詳
し
い
嶋
津
暉

に
依
存
す
る
市
町
は
、
県

聯
`岬

→

ンDβ午暉η/gβ

佐さ
藤ら ぜ

い

63年生まれ。浜銀 (横
浜銀行)総合研究所地域
経営研究室長。自治大学
校で自治体職員に公営企
業会計を教えるほか、各
地の自治体から水道経営
の相談を受けている。

た |
く ←
な ス蒻

を
見
直
す

利
水
・治
水
効
果
な
し

住
民
側
、
県
と
争
う
構
え

―



８
千
～
１
万
人
入
る
来
場
者

ら
史
誰
．司

さ
ん

（
６３
）
を

を
上
げ
た
。
本
年
度
か
ら
経

¨ 28

経
営
難
、　

　

の
　
知

い
ま
た

県北・回光版
の臨時株主総会で経営陣を刷新 した。
原発事故の影響や冬季の来場者減に加
え、当初から懸念された 「素人Jの住
民による運営の難しさが背景にある。
市も経営 コンサルタン トの導入を予定
するなど対応を急いでいるが、再建ヘ

の道のりは容易ではない。

(震呆借年)

2013年 (平成25年)7月 2日 (火曜日)
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湯西川ダム建設に伴う水源地域整備

≡ 事業 として 14億円強の公費を投じ、 日

攣粟″ポ結羅甥錯群町
董ンから間もなく2年。水没地域の住民
黎 28人が株式会社を設立、運営する「観
≡光スポット」として注目されたが、累
≡積赤字は計約1100万円に上り、 6月末

も
、
冬
季
の
１２
月
～
３
月
は

選
任
す
る
な
ど
計
１０
人
の
役

営
難
の
市
観
光
施
設
に
民
間

２
千
～
４
千
人
合
に
減
少
。
　
員
人
事
を
承
認
し
、
経
営
再

の
経
営
ヨ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
を

そ
こ
に
年
間
約
６
０
０
万
円

建
に
乗
り
出
す
こ
と
に
な
っ

導
入
す
る
こ
と
を
決
め
、
「水

に
上
る
電
気
料
金
や
上
下
水

た
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
の
郷
」
も
対
象
に
す
る
方
針

「東
京
電
力
福
島
第
■
原

苦
渋
の
表
情
を
浮
か
べ
た
。
　

（各
施
設
へ
の
延
べ
人
数
）

道
料
金
な
ど
の
管
理
費
が
か

　

大
島
さ
ん
は

「新
役
員
も

だ
。

発
事
故
後
の
開
業
と
い
う
悪

経
営
不
振
な
ど
を
理
由
に
５

は
初
年
度

（Ｈ
年
７
月
～
１２

さ
み
、
経
営
を
圧
迫
し
た
。
　
自
営
業
者
や
会
社
員
、
農
家

　

同
社
を
指
定
管
理
者
と
し

条
件
と
と
も
に
、
１２
月
か
ら

月
下
旬
、
他
の
役
員
６
人
と

年
３
月
）
の
約
５
万
７
千
人

同
社
は
電
気
の
節
約
と
い
っ
　
で
観
光
事
業
の
ノ
ウ
ハ
ウ
は

て
運
営
す
る
理
由
に
つ
い
て

３
月
に
か
け
た
冬
場
の
来
場

と
も
に
引
責
辞
任
し
た
。
　
　
か
ら
１２
年
度
は
約
６
万
６
千

た
省
エ
ネ
対
策
や
、
パ
ー
ト

正
直
な
い
」
と
苦
境
を
打
ち

市
観
光
部
は

「ダ
ム
エ
事
に

者
が
極
端
に
少
な
い
」
。
６
月

　

同
社
に
よ
る
と
、
来
場
者

人
と
実
質
的
に
減
少
。
１１
年

も
合
め
１７
人
い
た
従
業
員
を

明
け
つ
つ
、
「５
日
か
ら

『水

伴
い
建
設
さ
れ
た
特
殊
な
施

¨
沐

讐

　

　

「
素

人

」

運

営

、

競

合

施

設

…

銹

鯰

釉

Ｌ

甲

鰊

嚇

忘

詢「嗜余儀なくされたとい
株銅続刹“醐日「が櫛翡
善を一けぎ嚇♯諮顧りは
面い岬動卿』呻お神興れ

８
月
～
Ｈ
月
は
月
平
均
約

に
、
前
取
締
役
で
元
運
転
手

う
市
も
よ
う
や
く
重
い
腰

て
い
な
い
。

目
的
に
■
年
７
月
１８
日
、
開
業

域
の
千
葉
、茨
城
両
県
の
ほ
か
、

し
た
。
約
２
つ
の
敷
地
に
物
産

国
や
本
県
、
日
光
市
が
負
担
。

水
の
郷
　
湯
西
川
ダ
ム

（２

コ
ー
ナ
ー
や
飲
食
店
が
入
っ
た

同
市
が
所
有
し
、株
式
会
社
「湯

０
■
２
年
Ｈ
月
完
成
）
建
設
の

観
光
セ
ン
タ
ー
、
源
泉
掛
け
流

西
川
水
の
郷
」

（資
本
金
８
４

還
元
施
設
と
し
て
０８
年
に
着

し
の
温
泉
浴
場
な
ど
を
整
備
。
　
０
万
円
）
を
指
定
管
理
者
に
し
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南摩ダムは東京オリンピックの頃に計画されたダ
ム。地形だけはダム建設に適しているが、肝

心の南

摩川に水が少ないため大部分を他の川に依存す
る計画である。

栃木県は県南での水道用水供給事業の認可を受
けておらず、このことが思川開発事業の検証

の過程で

明らかになり問題となつている。県は関係市町に要
望水量を聞いておりこれが利水で思り

|1開発事業に参

画する根拠となつていると言うが、栃木市でも下
野市でも「とりあえず県の考えには賛意を表

しただけ

であり、本当に水を買うかどうかはその時にならな
いと分からない」と曖味である。

「水の貯まらない」

しかも「目的を失つた」南摩ダム。しかしその
ムダなダム建設のために水没予定地域でッ

ト
哭
戸の人々

が故郷を追われ、県道付け替え工事等が着
々と進んでいる。

「地下水勝語る」―見え811剛百の危機 守田 優 著

岩波新書 1374  760円 十税
「井の頭池はなぜ枯渇したか」を入口に、地下水

の汲み上げ、地盤沈下のメカニズム、都市
の水循環

等の問題に切り込む。地下水を公共の水と位置付
け、保全と利用の適正化を図るために地下水情

報を共

有化することが重要と説く。取水施設
の登録制や取水報告義務制度、モ

ニタリング体制等の管理システ

ムを強化することで適正な地下水位を保
つことができるので、今後は地下水を地域の共有資源

として、

行政、民間企業、地域住民、学識者等が共同作業
によつて合意形成を進め、地域で持続可能な地下水管

理を行えば,その結果として豊かできれいな地下水を将来
の世代に残すことができる、と説く。

θヤ7チシのが
'下
τ

競 機の颯 雄 昆虫の観察雅 ″

年会費納入のお願い

2013年 度 (2013年 4月 1日 ～ 2014年 3月 31

日)の年会費の納入が未だの方は、前号に同封の振込用紙

をご利用ください。行き違いになりましたらご容赦く
ださ

い。裁判も大詰めに近づいています。訴訟維持
のため、

ご協力をよろしくお願いいたします。なお、カ
ンパも大

歓迎です。

日 時
集 合

持ち物

参加費

主 催

問合せ

ヤマ十シ収穫祭
10月 26日 (土)午前 9時～  (小雨決行 )

鹿沼市上南摩・室瀬バス停付近

昼食、飲み物、観察用具適宜

200円 (豚汁のサービスを予定しています)

ムダなダムをス トップさせる栃木の会
・ 日本野鳥の会栃木

思川開発事業を考える流域の会
・水環境条例制定ネットワーク

各団体事務局

'   T E L10289-63-1571      1l   FAX l0289-63-1571     1

:

猿


